
学習塾のマイクロM＆Aにおける「超現実的」投資
回収シミュレーション
初期費用734万円を26ヶ月で回収する事業計画の全貌と、買収後に描く成長戦略

学習塾の譲渡案件を眺めながら、買収に踏み切るべきか、それとも見送るべきか、暗中模索の投資判断に
迷っている起業家や個人投資家は少なくありません。少子化というマクロトレンドがある一方で、地域密着
型の学習塾や補習塾は依然として手堅いキャッシュフローを生み出す魅力的なアセットです。しかし、どれ
ほど魅力的な案件に見えても、具体的な数字に基づいた「冷徹なシミュレーション」がなければ、それは投
資ではなく単なるギャンブルになってしまいます。

本稿では、個人や小規模法人が参入しやすい「スモールM＆A」「マイクロM＆A」の規模感に焦点を当て、
現実的に発生する初期費用と、譲渡直後から始まるリアルな収支モデルを徹底的に可視化します。誇張のな
いリアルな数字を積み上げ、初期投入費用を何ヶ月で回収できるのか、そしてその後にどのような財務戦略
を描くべきなのか、超現実的なシミュレーションを開示します。

1. 買収初期段階で発生する全費用の構造化

学習塾を買収する際、多くの人が譲渡代金のみに目を奪われがちですが、実際には不動産の権利引き継ぎ、
フランチャイズへの加盟、各種手数料など、多様な初期費用が重なります。ここでは、譲渡代金300万円（税
込330万円）、家賃25万円の既存教室を引き継ぐモデルを想定し、発生し得るコストを限界まで保守的に、
かつ網羅的に計上します。
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費用項目 想定金額（税込） 積算根拠および交渉の余地

案件譲渡代金 3,300,000円
本体価格300万円。営業権、造作、内装、生徒
籍の移転を含む。

不動産保証金・敷金 750,000円
月額家賃25万円の3ヶ月分として仮計算。賃貸
契約条件により変動。

不動産仲介手数料 250,000円
家賃の1ヶ月分。店舗専門の不動産会社を通す
場合の一般的相場。

不動産礼金 250,000円
家賃の1ヶ月分。事業譲渡による名義変更交渉
でカットできる可能性あり。

家賃保証会社初回保証料 250,000円
家賃の1ヶ月分。保証会社やプランにより0.5ヶ
月分（12.5万円）への圧縮も視野。

火災保険・店舗総合保険 40,000円
3年一括契約を想定した推定額。平米数や構造
により3万〜4万円。

フランチャイズ加盟費用 1,500,000円
FCブランドの継続利用料。加盟金、研修費
等。本部方針により変動。

M＆A仲介手数料 400,000円
仲介会社へ支払う手数料。最低手数料設定に基
づき推定。

プラットフォーム利用料 400,000円
BATONZ等のシステム利用料。成約価額に対す
る料率または最低料金。

追加備品・端末購入費用 200,000円
既存設備で不足する管理者用PC、生徒用タブ
レット等の買い足し費用。

初期費用 合計（A） 7,340,000円
買収完了までに口座からキャッシュアウトする
総額

事業譲渡の場合、不動産契約の巻き直しにおいて礼金が発生しないケースもありますが、本シミュレーショ
ンでは不確定要素を排除し、安全マージンを確保するためにあえて25万円をそのまま計上しています。すべ
てを最悪のシナリオ（満額発生）で積み上げた結果、初期投入費用は合計で734万円となります。
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2. 買収初年度・秋スタートの7ヶ月間リアル収支モデル

既存の学習塾を買収する最大のメリットは、ゼロからの立ち上げ（  greenfield  ）とは異なり、譲渡を実行し
たその月から確実な売上が発生する点にあります。ここでは、最も生徒の動きが安定し、かつ冬期講習の商
戦を控えた「9月スタート」の変則的な7ヶ月間（9月から翌年3月まで）の収支を追いかけます。

売上高の算定根拠（オーガニックな生徒増増と季節講習）

月謝売上は9月の80万円をベースとし、毎月2〜3名ずつ順調に生徒が増える計算（月額7万円ずつの上振れ）
を採用します。3月は受験終了に伴う高校生・中3生の退塾を5名（計14万円の減収）として厳しく見積も
り、春期講習の売上高は今回の集計期間から意図的に除外しています。

コスト構造の分解

家賃：25万円

給与（固定）：40万円（常勤の雇用社員および非常勤講師の給与総額）

ロイヤリティ：各月売上高の10％（FC本部に支払う標準的な対価）

水道光熱費：4万円

複合機リース・カウンター料金：1万円

通信費（ネット・電話）：2万円

事務用品費：1万円

教材費：1万円

雑費：2万円

突発費用予備（バッファ）：2万円

これらの与件を1カ月ごとに展開し、月次の損益計算書（P/L）の形に落とし込んだものが以下の表です。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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対象月 売上高の内訳 売上高 合計
ロイヤリ
ティ

その他固定
費

営業利益

9月
通常 80万 ＋ 夏期講習分 30

万
1,100,000円 110,000円 780,000円 210,000円

10月 通常月謝の増枠反映 870,000円 87,000円 780,000円 3,000円

11月 通常月謝の増枠反映 940,000円 94,000円 780,000円 66,000円

12月 通常月謝の増枠反映 1,010,000円 101,000円 780,000円 129,000円

1月
通常 101万 ＋ 冬期講習 200

万
3,010,000円 301,000円 780,000円

1,929,000

円

2月
通常 105万 ＋ 冬期講習残
20万

1,250,000円 125,000円 780,000円 345,000円

3月
卒業退塾5名反映（春期講
習含まず）

870,000円 87,000円 780,000円 3,000円

合計
7ヶ月間 累計パフォーマン
ス

9,050,000円 905,000円
5,460,000

円

2,685,000

円

※その他固定費の内訳：家賃25万＋給与40万＋光熱費4万＋複合機1万＋通信費2万＋事務費1万＋教材費1万
＋雑費2万＋予備2万 ＝ 計78万

3. 投資回収期間の算出と安全マージン（堅めの試算）

前述の通り、単純な積算による7ヶ月間の営業利益は268万5000円となります。しかし、実際の経営では予期
せぬ生徒の急な退塾や、冷暖房機器の突発的な故障、求人広告費の追加発生など、計算通りにいかない局面
が必ず生じます。そこで、投資家として最も重要な「保守的視点」を導入します。
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【安全マージンを織り込んだ回収シミュレーション】

実際の営業利益：268万5000円 ⇒ 下振れを想定し、一律「200万円」として再評価

この場合、7ヶ月で200万円の利益を生み出すため、月間の実質的な利益の積み上げ力（収益力）は以
下のように定義されます。

200万円 ÷ 7ヶ月 ≒ 28万5714円 ／ 月（約28万円の月間蓄積力）

初期投資総額の734万円（A）を、この月間推定利益28万円で回収していくと仮定すると、必要となる期間は
以下の通り計算できます。

7,340,000円 ÷ 280,000円 ＝ 26.21ヶ月 ⇒ 【約26ヶ月（2年2ヶ月）で完全回収】

ビジネスの投資回収期間として、3年以内（36ヶ月以内）は非常に優秀な部類に入ります。初期費用を厳しめ
に積み上げ、売上を控えめに抑え、利益を2割以上削った状態であっても、2年2ヶ月で元本が全額回収できる
という事実は、マイクロM＆Aにおける学習塾ビジネスの圧倒的な堅実性を物語っています。

4. オーナーの関与度による利益の可変性

このシミュレーションにおいて、もう一つの重要なポイントは「固定給与40万円」の扱いです。この40万円
には、現場を回す社員やアルバイト講師の給与が内包されています。つまり、これは「投資家型オーナー」
として、現場の運営をスタッフに完全委任した場合の数値です。

もし買収初期において、オーナー自身が「教室長」として現場に立ち、生徒の面談や日々の管理業務を兼任
する場合、外部に支払う社員給与を大幅に抑制することが可能です。自分の労働対価を利益に還流させれ
ば、月間の利益積み上げ力はさらに跳ね上がり、投資回収期間は12〜15ヶ月程度（約1年）まで一気に短縮
されます。自身のライフスタイルや用意できる稼働時間に合わせて、収支のレバーをコントロールできる点
も、スモール買収ならではの防衛策と言えます。

5. 資金回収後の財務戦略とマルチロケーション（複数展開）への布石

順調に26ヶ月が経過し、初期投資の734万円を回収し終えたとき、手元には毎月安定したキャッシュを生み
出す「無借金化された既存教室」が残ります。ここからの経営判断が、単なる塾長で終わるか、事業家とし
てステップアップするかの分かれ道となります。恐らくこのような数字計上であれば、2教室目を想定するこ
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とも十分に考えられます。手に入れた利益をどのように使うべきか、具体的な戦略は以下の3つに集約されま
す。

選択肢A：内部留保としてプールし、強固な財務基盤を作る

回収した資金をそのまま法人の口座に留保し、今後の不況や競合参入に対する防衛資金とします。自己資本
比率を高めることで、会社の信用力は最大化されます。

選択肢B：既存校舎の設備投資・マーケティングへの再投資

内装をリニューアルしてプレミアム感を演出する、最先端の自習室を増設する、あるいはWebマーケティン
グやSEO、SNS広告に資金を投入して生徒数を最大化し、1校舎あたりの営業利益率を極限まで高める戦略
です。

選択肢C：この実績と材料を携え、銀行への融資打診（2教室目の展開）

最もレバレッジが効き、事業家としてのスケールメリットを享受できるのがこの方法です。1校舎目を自社資
金（または初期融資）で買収し、実際に2年で回収したという実績は、金融機関に対してこれ以上ない強力な
エビデンス（事業原資）となります。確定申告書と試算表を携え、「1校舎目がこれだけの利回りで回ってい
る。全く同じスキームで、隣の駅にある譲渡案件（2教室目）を融資で買収したい」と打診すれば、銀行の融
資承認確率は格段に高まります。

【マルチロケーション展開のシナジー】

2教室目を展開する場合、1教室目で培った運営マニュアル、カリキュラム、講師採用の手法をそのまま
横展開できます。さらに、広告宣伝費の共通化や、余剰講師の相互融通など、1校舎経営では得られな
かったスケールメリット（シナジー効果）が発揮され、2教室目の投資回収スピードはさらに加速しま
す。

結論：迷いを消し去るのは感情ではなく、算盤の数字である

学習塾の買収に迷ったとき、立ち止まって考えるべきは「成功するかどうか」という曖昧な不安ではなく、
「数字が成立しているか」という厳然たる事実です。今回提示したシミュレーションは、何一つ突飛な仮定
を置いていません。初期費用は多めに見積もり、売上は堅実に推移させ、コストは予備費まで含めてしっか
りと引いてあります。

この超現実的なシミュレーションの枠組みを、あなたが今検討している実際の案件の数字に差し替えてみて
ください。そこで弾き出された回収期間が30ヶ月を切るようならば、それは迷う理由のない、極めて打率の
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高い投資対象です。算盤を叩き、数字が「GO」と告げているのであれば、自信を持ってマイクロM＆Aの第
一歩を踏み出してください。

本稿に記載されたシミュレーション数値は、一般的な学習塾の事業譲渡における標準的なモデルケースであり、個別の
物件の立地、テナント契約内容、FC本部の規定、および買収後の地域競合状況等により実際の数値は変動します。投資
判断の最終決定は、必ずご自身の責任において、対象企業のデューデリジェンスを行った上で実施してください。

7 / 7


	学習塾のマイクロM＆Aにおける「超現実的」投資回収シミュレーション
	1. 買収初期段階で発生する全費用の構造化
	2. 買収初年度・秋スタートの7ヶ月間リアル収支モデル
	売上高の算定根拠（オーガニックな生徒増増と季節講習）
	コスト構造の分解

	3. 投資回収期間の算出と安全マージン（堅めの試算）
	4. オーナーの関与度による利益の可変性
	5. 資金回収後の財務戦略とマルチロケーション（複数展開）への布石
	選択肢A：内部留保としてプールし、強固な財務基盤を作る
	選択肢B：既存校舎の設備投資・マーケティングへの再投資
	選択肢C：この実績と材料を携え、銀行への融資打診（2教室目の展開）

	結論：迷いを消し去るのは感情ではなく、算盤の数字である


